
証券コード　3979

平成29年６月９日

株　主　各　位
東京都中央区晴海三丁目12番１号
Ｋ Ｄ Ｘ 晴 海 ビ ル ９ Ｆ

株 式 会 社 う る る
代表取締役社長 星 　 知 也

第17回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第17回定時株主総会を下記により開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月28日（水曜日）午前10時（受付開始 午前９時）
２．場 所 東京都中央区晴海四丁目７番28号

ホテルマリナーズコート東京 ４階（飛鳥の間）
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

　※株主総会にご出席の皆様へのお土産のご用意はございません。

　　何卒、ご理解いただきますようお願い申しあげます。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第17期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事

業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び
監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第17期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計
算書類の内容報告の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の出席票を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。
　なお、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正後の
事項をインターネット上の当社ウェブサイト（https://www.uluru.biz/）に掲載
させていただきます。

－ 1 －



（添付書類）

事　 業　 報　 告

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度における我が国経済は、政府による経済政策や金融政策

を背景に、雇用環境や企業業績の改善が見られた一方、中国経済の下振れ

懸念やイギリスのEU離脱問題の影響など、依然として不透明な状況が続い

ております。

　当社グループを取り巻く経営環境につきましては、当社グループのビジ

ネスの中心である、クラウドソーシングのクラウドワーカーを活用して生

み出されたサービスを展開するＣＧＳ（Crowd Generated Service）事業で

は、官公庁等の入札情報を提供する入札情報速報サービス「ＮＪＳＳ（エ

ヌジェス）」を行っておりますが、国内情報サービス業の売上高規模は平

成28年においては10兆9,930億円（前年比1.8％増加）と５年連続で成長を

続けております（経済産業省「特定サービス産業動態統計調査」）。また、

ＣＧＳのリソース供給源であるクラウドソーシングの市場規模は、矢野経

済研究所「ＢＰＯ（ビジネスプロセスアウトソーシング）市場の実態と展

望 2016-2017」によると、平成28年度の流通金額規模（仕事依頼金額ベー

ス）は前年比46.2％増の950億円となっており、平成32年度には2,950億円

に達すると予測されています。

　このような状況のなか、当社グループにおきましては、ＣＧＳ事業で展

開する入札情報速報サービス「ＮＪＳＳ」の拡大、及び新規ＣＧＳの創出

に注力して参りました。また、クラウドソーシングサービスである「シュ

フティ」のＵＩ・ＵＸの改善、そして企業のアウトソーシング・ニーズに

対応するＢＰＯ事業を順調に成長させてまいりました。この結果、当連結

会計年度における売上高は1,722,018千円（前期比22.1％増加）と堅調に推

移し、営業利益は241,583千円（前連結会計年度は288,819千円の損失）、

経常利益は214,760千円（前連結会計年度は289,998千円の損失）、親会社

株主に帰属する当期純利益は241,826千円（前連結会計年度は314,260千円

の損失）と黒字化を図ることができました。
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　各セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（１）　ＣＧＳ事業

　ＣＧＳ事業におきましては、「ＮＪＳＳ」の会員数増加に注力し、有料

契約件数が2,499社（前期比371社増加）となりました。また、既存の料金

プランより、サービスの提供領域が広く、高単価なプラチナプランの提供

を開始し、その受注も順調に獲得できたことから、顧客単価の向上につな

がりました。新規ＣＧＳの１つである「園ナビフォト」につきましても、

前期以前の投資の効果や継続的な販売プロセスの検証・改善により、順調

に事業規模が成長いたしました。そして、その他の新規ＣＧＳには事業検

証のための投資を引き続き行いました。この結果、当連結会計年度におけ

るＣＧＳ事業の売上高は1,024,508千円（前期比32.3％増）となり、セグメ

ント利益は523,076千円（同上2,112.9％増加）となりました。

（２）　ＢＰＯ事業

　ＢＰＯ事業におきましては、利益率の高い大口案件の獲得を行うための

営業体制を整備し、同案件の獲得に注力してまいりました。この結果、当

連結会計年度におけるＢＰＯ事業の売上高は654,981千円（前期比10.3％増

加）となり、セグメント利益は82,865千円（同上25.1％増加）となりまし

た。

（３）　クラウドソーシング事業

　クラウドソーシング事業におきましては、登録クラウドワーカーが約33

万人となり、事業は順調に拡大いたしました。一方、ＣＧＳ事業やＢＰＯ

事業のプラットフォームとしての位置付けから、ユーザー利便性を高める

ためのシステム改修・保守等の業務委託費、その他費用を継続してクラウ

ドソーシング事業に投じております。この結果、当連結会計年度における

クラウドソーシング事業の売上高は42,529千円（前期比17.5％増加）とな

り、セグメント損失は94,180千円（前連結会計年度は126,000千円の損失）

となりました。
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事業別売上高

事 業 区 分

第 16 期
（平成28年３月期）
（前連結会計年度）

第 17 期
（平成29年３月期）
（当連結会計年度）

前連結会計年度比増減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

Ｃ Ｇ Ｓ 事 業 774,431千円 54.9％ 1,024,508千円 59.5％ 250,076千円 32.3％

Ｂ Ｐ Ｏ 事 業 593,556 42.1 654,981 38.0 61,425 10.3

クラウドソーシン
グ 事 業

36,202 2.6 42,529 2.5 6,327 17.5

そ の 他 5,754 0.4 － △5,754 －

合 計 1,409,944 100.0 1,722,018 100.0 312,074 22.1

②　設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の

総額は17,917千円となっております。その主なものといたしましては、Ｂ

ＰＯ事業におけるスキャナー3,100千円、車両2,668千円があります。

③　資金調達の状況

　当社は、平成29年３月の東京証券取引所マザーズ市場への上場に伴い、

公募増資により総額690,000千円、オーバーアロットメントによる売出しに

伴う第三者割当増資により総額527,988千円の資金調達をそれぞれ行いま

した。

　また、当連結会計年度中に、当社グループの所要資金として、金融機関

より長期借入金として20,000千円の調達を行いました。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第15期

(平成27年３月期)
第16期

(平成28年３月期)

第17期
(平成29年３月期)
(当連結会計年度)

売 上 高(千円) 566,464 1,409,944 1,722,018

経 常 利 益
又は経常損失（△）

(千円) △101,534 △289,998 214,760

親会社株主に帰属する当期
純利益又は当期純損失（△）

(千円) △112,782 △314,260 241,826

１株当たり当期純利益又は当期純
損 失 （ △ ）

(円) △40.43 △112.36 85.98

総 資 産(千円) 1,106,263 915,707 2,519,993

純 資 産(千円) 501,192 194,200 1,653,952

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円) △45.08 △154.56 510.26

（注）１．当社は、第15期より連結財務諸表を作成しております。

２．当社は、平成28年８月25日付で普通株式１株につき100株の株式分割を

行っておりますが、第15期の期首に株式分割が行われたものと仮定し

て１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益又は当期純損失を算

定しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　①　親会社の状況

　　　該当事項はありません。

　②　重要な子会社の状況（平成29年３月31日現在）

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社うるるＢＰＯ 60,000千円 100.0％ ＢＰＯ事業

P T .  U L U R U  B A L I
2,913,000千イン
ドネシアルピア

99.0％ ＣＧＳ事業

　　③　特定完全子会社の状況

　　　　該当事項はありません。
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(4) 対処すべき課題

　当社は、クラウドソーシング・プラットフォーム「シュフティ」のクラウ

ドワーカーをリソースとするＣＧＳとして、入札情報速報サービス「ＮＪＳ

Ｓ」、タブレット端末で手書き入力された情報を即座に「シュフティ」のワ

ーカーがデジタルデータ化する「カミメージ（ＫＡＭＩＭＡＧＥ）」、幼稚

園・保育園向けの写真販売管理システム「園ナビフォト」を運営しておりま

すが、今後新たなＣＧＳを複数展開していくことを計画しております。

　そのためにはＣＧＳのリソースとなるクラウドワーカーの確保・増加が重

要となりますが、クラウドソーシング市場は、矢野経済研究所が平成28年10

月に発表した「ＢＰＯ（ビジネスプロセスアウトソーシング）市場の実態と

展望　2016-2017」によると、平成28年度の流通金額規模（仕事依頼金額ベー

ス）は前年度比46.2％増の950億円となっており、平成32年度には2,950億円

に達すると予測されています。一方、クラウドソーシングにおいては、クラ

ウドワーカーの数が登録される仕事数よりも多いことから価格競争が発生し、

低賃金の仕事が増えてしまう傾向にあります。「クラウドソーシング＝低賃

金」というイメージが定着することは、クラウドソーシング市場の拡大、ひ

いてはＣＧＳ事業の拡大の阻害要因となり得ると考えられます。

　そのような状況における当社の課題は、クラウドワーカーの確保・増加の

ために、既存ＣＧＳの成長及び新たなＣＧＳの創出を図ることです。当社は、

既存ＣＧＳの成長及び新たなＣＧＳ創出による収益を享受し、現状のクラウ

ドソーシング業界での報酬より高い報酬を当社のクラウドソーシングサービ

スであるシュフティのクラウドワーカーに継続的に提供し、そうすることで

クラウドワーカーにとってシュフティの魅力が増し、クラウドワーカーの人

数や属性が豊富となり、再び新たなＣＧＳの創出が図れるという好循環を生

み出すことができると考えております。クラウドワーカーというリソースを

活用して新たな市場を創出する、もしくは既に存在する市場のシェアを獲得

するために、ＢＰＯ事業を中心に多数の顧客へヒアリングをすることで、顕

在・潜在ニーズを把握し、新たなＣＧＳのフィージビリティ・スタディを積

極的かつ継続的に行うことで、既存ＣＧＳの成長と新たなＣＧＳの創出に取

り組んでいく所存であります。
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(5) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

Ｃ Ｇ Ｓ 事 業
入札情報速報サービス「ＮＪＳＳ」をはじめとするクラウド
ワーカーを活用した事業の運営

Ｂ Ｐ Ｏ 事 業
データ入力・スキャニング、システム開発受託、電子化総合
アウトソーシング、メーリングサービス、キャンペーン事務
局代行等の総合型アウトソーシング受託業務の運営

クラウドソーシング
事 業

企業とクラウドワーカーのマッチングサイト「シュフティ」
の運営

(6) 主要な営業所等（平成29年３月31日現在）

①　当社

本 社 東京都中央区

②　子会社

株式会社うるるＢＰＯ 東京都中央区

P T .  U L U R U  B A L I インドネシア共和国バリ州

(7) 使用人の状況（平成29年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

Ｃ Ｇ Ｓ 事 業 29 （5）名 8名減（6名減）

Ｂ Ｐ Ｏ 事 業 16（16）名 6名増（3名増）

クラウドソーシング事業 4 （2）名 増減なし（増減なし）

　 報 告 セ グ メ ン ト 計 49（23）名 2名減（3名減）

全 社 （ 共 通 ） 19 （2）名 2名減（増減なし）

合 計 68（25）名 4名減（3名減）

（注）１．使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グルー

プ外から当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイ

マー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、（　）内に年間の平均人員を外数

で記載しております。

　　　２．全社（共通）と記載されている従業員数は、開発部、情報システム部、管理本

部及び内部監査室に所属しているものであります。
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②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

47（9）名 11名減（6名減） 34.3歳 3.4年

（注）　使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者

を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を

含む。）は、（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 15,005千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 11,636千円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成29年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 11,199,200株

②　発行済株式の総数 3,241,100株

③　株主数 1,837名

④　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

星　知也 1,066,000株 32.89％

桶山　雄平 181,300 5.59

ニッセイ・キャピタル５号投資事業
有限責任組合

156,800 4.83

株式会社ＳＢＩ証券 121,400 3.74

Goldman Sachs International 118,778 3.66

長屋　洋介 88,500 2.73

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

87,600 2.70

うるる従業員持株会 84,500 2.60

小林　伸輔 75,500 2.32

野坂　枝美 67,000 2.06

 (*)当社は、平成28年８月25日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。
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(2) 新株予約権等の状況

①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況

第１回新株予約権 第２回新株予約権

発 行 決 議 日 平成25年１月23日 平成26年６月６日

新 株 予 約 権 の 数 460個 295個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式　　　　 46,000株
(新株予約権１個につき100株)

普通株式　　　　 29,500株
(新株予約権１個につき100株)

新株予約権の払込金額
新株予約権と引換えに払い
込みは要しない

新株予約権と引換えに払い
込みは要しない

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり
5,000円

(１株当たり　50円)

新株予約権１個当たり
26,000円

(１株当たり　260円)

権 利 行 使 期 間
平成27年１月24日から
平成35年１月22日まで

平成28年６月９日から
平成36年４月30日まで

行 使 の 条 件 （注）１、２、３ （注）１、３

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数　　　170個
目的となる株式数 17,000株
保有者数　　　　　　　3名

新株予約権の数　　　150個
目的となる株式数 15,000株
保有者数　　　　　　　1名

監 査 役
新株予約権の数　　　 45個
目的となる株式数　4,500株
保有者数　　　　　　　1名

新株予約権の数　　　 －個
目的となる株式数　　 －株
保有者数　　　　　　 －名

（注）１．社外取締役には新株予約権を付与しておりません。

２．当社監査役保有分は、新株予約権発行時に当社取締役の地位にあった時に付与

されたものであります。

３．平成28年８月25日付で１株を100株とする株式分割により、「新株予約権の目的

となる株式の数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は

調整されております。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

　　該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 星 　 知 也 PT. ULURU BALI監査役

取 締 役 副 社 長 桶 山 雄 平
管理本部長
株式会社うるるBPO代表取締役
社長

取 締 役 長 屋 洋 介
第二事業本部長
株式会社うるるBPO代表取締役
副社長

取 締 役 小 林 伸 輔 第一事業本部長

取 締 役 市 川 貴 弘

バリュー・フィールド株式会社
代表取締役
市川貴弘行政書士事務所代表
ファン・バリュー株式会社代表
取締役
税理士法人市川会計代表社員
オーマイグラス株式会社監査役
株式会社ウィルワークス取締役
株 式 会 社 S t a r d u s t  
Communications監査役
株式会社BearTail監査役
株式会社trippiece監査役
株式会社Wondershake監査役

常 勤 監 査 役 鈴 木 秀 和 株式会社エーピーシーズ取締役

監 査 役 植 村 智 幸
株式会社イデア代表取締役
株式会社アルト代表取締役

監 査 役 鈴 木 規 央

シティユーワ法律事務所弁護
士・公認会計士
株式会社ソフィアホールディン
グス社外取締役

（注）１．取締役市川貴弘氏は、社外取締役であります。

２．監査役植村智幸氏及び監査役鈴木規央氏は、社外監査役であります。

３．監査役鈴木規央氏は、公認会計士として、財務・会計に関する相当程度の知見

を有しております。

４．当社は、社外取締役市川貴弘氏、監査役植村智幸氏及び監査役鈴木規央氏を株

式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

出ております。
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②　責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金2,000万円または会社法第

425条第１項に定める額のいずれか高い額としております。

③　取締役及び監査役の報酬等

　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

5名
（1名）

63,187千円
（3,150千円）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

3名
（2名）

8,400千円
（2,400千円）

合 計
（う　ち　社　外　役　員）

8名
（3名）

71,587千円
（5,550千円）

④　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役市川貴弘氏は、バリュー・フィールド株式会社の代表取締役、

市川貴弘行政書士事務所の代表、ファン・バリュー株式会社の代表取

締役、税理士法人市川会計の代表社員、オーマイグラス株式会社の監

査役、株式会社ウィルワークスの取締役、株式会社Stardust 

Communicationsの監査役、株式会社BearTailの監査役、株式会社

trippieceの監査役及び株式会社Wondershakeの監査役であります。当

社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役植村智幸氏は、株式会社イデア及び株式会社アルトの代表取締

役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役鈴木規央氏は、シティユーワ法律事務所の弁護士・公認会計士

及び株式会社ソフィアホールディングスの社外取締役であります。当

社と兼職先との間には特別の関係はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況

出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 市 川 　 貴 弘

平成28年６月の就任後、当事業年度に開催された取締役

会19回のうち19回に出席いたしました。出席した取締役

会において、主に税理士としての豊富な経験と幅広い見

識に基づき、専門的知見から適宜発言を行っておりま

す。

監査役 植 村 　 智 幸

当事業年度に開催された取締役会24回のうち24回、監査

役会22回のうち22回すべてに出席いたしました。出席し

た取締役会及び監査役会において、主に経営者としての

豊富な経験を通じて培った専門的知見から適宜発言を行

っております。

監査役 鈴 木 　 規 央

当事業年度に開催された取締役会24回のうち24回、監査

役会22回のうち22回すべてに出席いたしました。出席し

た取締役会及び監査役会において、主に弁護士及び公認

会計士としての豊富な経験を通じて培った専門的知見か

ら適宜発言を行っております。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 14,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

15,500千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえ

で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

３．当社の重要な子会社のうち、海外子会社であるPT. ULURU BALIについては、当

社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人（外国におけるこれらの資格

に相当する資格を有する者を含む）の監査を受けております。

③　非監査業務の内容

　当社は、新日本有限責任監査法人に対して、公認会計士法第２条第１項

の業務以外の業務であるコンフォートレター作成業務についての対価を支

払っております。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目

に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に

招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由

を報告いたします。
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

ａ．当社は、『人のチカラで 世界を便利に』をビジョンに掲げ、この実現

のために法令及び定款を遵守して事業を推進いたします。

ｂ．当社は、役員及び従業員が法令及び定款を遵守して業務を行うために

必要となる各種社内規程を整備し、周知のために社内研修を実施し、

社内規程に則した業務遂行の徹底に努めてまいります。

ｃ．当社は、事業の発展の前提としてコンプライアンスが最優先事項であ

ると位置づけ、その基本原則を定めた「コンプライアンス規程」を制

定し、これを全社的に実践することで、全ての役員及び従業員に対し

て法令遵守を義務付けます。

ｄ．当社の役員または従業員が当社内において法令または定款、その他社

内規程に反する行為を発見した場合には、代表取締役、取締役、管理

本部責任者または内部通報窓口である法律専門家のいずれかに直接通

報するものとし、早期に把握と対応が可能な体制を構築しております。

なお、通報者の匿名性の確保、その他当該通報を行うことによって通

報者に不利益が及ばないよう保護される制度としております。

ｅ．社長によって指名された内部監査室長は、当社各部門を監査して法令

及び定款の遵守について確認を行い、内部監査の結果を社長に報告い

たします。

ｆ．財務報告の適正性を確保するために、経理及び決算業務に関する規程

の制定のほか、財務報告の適正性に係る内部統制を整備し、運用を行

います。また、毎期これらの状況を評価し、不備の有無を確認し必要

な改善を図ってまいります。

ｇ．当社は反社会的勢力との関係は一切持たず、不当な要求に対しては毅

然とした態度でこれに抵抗いたします。全ての役員及び従業員は、当

社の定める反社会的勢力対応規程やマニュアルに基づき反社会的勢力

の排除に向けて行動いたします。
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②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役会議事録、取締役が職務の執行において意思決定を行った稟議書

等の記録文書（電磁的記録を含む）、その他重要な情報の保存は、法令及

び「文書管理規程」に基づき適正に保存いたします。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ａ．当社の事業を取り巻く損失の危険（リスク）の把握と対応のために「リ

スク管理規程」を整備し、顕在化したリスクあるいは潜在的なリスク

に対して対応を検討します。

ｂ．各部門においては日常的に自部門に係るリスクの把握に努め、当該リ

スク情報は毎週開催する部長会での部門責任者による報告を通じて社

内で共有を図り、必要な対応を講じます。重要なリスクについては取

締役会において対策を協議し、適時、実効性のある対策及び再発防止

策を実行いたします。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ．毎月取締役会を開催し、また必要な場合には臨時取締役会を開催し、

事業運営上の重要な事案について迅速に意思決定を行います。

ｂ．業務意思決定に関する権限を「職務権限規程」に基づいて各職位に適

切に付与し、効率的な業務執行を行います。

ｃ．毎週、取締役及び各部門責任者が出席する部長会を開催して各部門の

業務執行状況の情報報告を行い、取締役の職務執行に必要な情報の集

中を図ります。その他、日常的な業務報告についても社内共有を行う

ための手段を構築します。

⑤　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

ａ．当社は、子会社の遵法体制その他その業務の適正を確保するための体

制の整備に関する指導及び支援を行います。

ｂ．当社は、当社グループにおける経営の健全性及び効率性の向上を図る

ため、各子会社について、取締役及び監査役を必要に応じて派遣する

とともに、当社内に主管部門を定めることとし、当該主管部門は、子

会社の事業運営に関する重要な事項について子会社から報告を受け、

協議を行う。

ｃ．当社グループにおける経営の健全性の向上及び業務の適性の確保のた

めに必要なときは、子会社の事業運営に関する重要な事項について当
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社の承認を必要とするほか、特に重要な事項については当社の取締役

会への付議を行う。

ｄ．主管部門は、主管する子会社がその業務の適正または効率的な遂行を

阻害するリスクを洗い出し、適切にリスク管理を行えるよう指導及び

支援する。

ｅ．内部監査室は、業務の適正性に関する子会社の監査を行う。

ｆ．監査役は、業務の適正性に関する子会社の監査を行う。

ｇ．当社は、当社グループにおける業務の適正化及び効率化の観点から、

業務プロセスの改善及び標準化に努めるとともに、情報システムによ

る一層の統制強化を図る。

⑥　監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役か

らの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性確保に関する

事項

ａ．監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合、監査役の要請内

容に応じて取締役が人選を行い、監査役による同意をもって適切な人

員を配置いたします。

ｂ．監査役職務の補助者は、当該補助業務に関しては取締役から独立性を

有するものとし、人事評価や異動、処分を行う際には、必要に応じて

監査役の同意を要するものとします。

ｃ．監査役から補助業務に係る指示が行われた場合、当該補助者は当該職

務に関して取締役その他従業員からは指示を受けないものとし、監査

役及び監査役会からの指示のみに服するものとします。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制並びに報告をした者が

当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す

るための体制

　取締役及び従業員は、監査役の求めに応じて、随時その職務の執行状況

その他に関する報告を行います。また、取締役が会社に著しい損害を及ぼ

すおそれがある事実、または法令や定款に違反する重大な事実を発見した

場合、速やかに監査役会へ報告することとしております。これらの報告を

した者に対し、監査役への報告を理由として不利益な処遇をすることは一

切行いません。
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⑧　監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ａ．監査役は取締役会に毎回出席し、議事に対して必要な意見を述べるほ

か、取締役の職務執行の報告を受け、適宜質問を行います。

ｂ．当社各部門の業務状況について日常的な部門監査を通じて確認するほ

か、内部監査室長からの報告受領、また、監査法人から会計監査につ

いての報告を受け必要な意見交換を適宜行い、監査の実効性を確保し

ます。

ｃ．各監査役は毎月定期的に、また必要に応じて随時会議を行い、決議す

べき事項の決定のほか、それぞれの監査役監査の状況について報告し、

問題点の有無や重点監査項目の検討等を行うことで、監査の実効性及

び効率性の向上を図ります。

ｄ．監査役または監査役会がその職務の執行のために必要となる費用また

は債務を、前払いまたは精算等により当社に請求した際には、当該請

求が職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかにこれ

を処理するものとします。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり

ます。

①　リスク管理及びコンプライアンス体制について

・当社では、リスク管理体制として、サービスの品質、情報セキュリティ、

労務その他法令遵守など事業活動上のリスクについて、リスク管理を行っ

ております。リスク管理体制については、役員及び各部門長が日常業務を

通じて潜在リスクの有無を想定、また、顕在化しているリスクについては

この影響を分析し、取締役会、部長会において必要な対応策を検討すると

いう体制となっております。また、内部監査室長が相互に相手の業務の遂

行状況を確認する内部監査において、リスク把握の状況及び対応の妥当性

について確認しております。また、必要に応じて顧問弁護士に相談、確認

するなど行っております。

・当社では、取締役会が全社的・総括的なリスク管理の報告、対応策等の検

討の場と位置づけております。また、業務上のリスクについては、各部門

長がその責任者として、日常の業務活動におけるリスク管理を行い、部長

会において情報共有するとともに、不測の事態が発生した場合には、取締

役会に報告することになっております。また、情報管理体制として、「情

報管理規程」を制定し、情報管理責任者を第２事業本部長とし、必要に応

じて各部門に情報管理者を設置し管理・運営を行っております。

・個人情報保護の体制として、「個人情報保護方針」、「ＩＳＭＳマニュア

ル」、「特定個人情報保護規程」を制定し個人情報保護体制の整備・運営

を行っております。

②　取締役の職務の執行について

・取締役会は24回開催し、取締役５名（うち、社外取締役１名）で構成され

ており、取締役会には取締役及び監査役が出席して、各取締役から業務執

行状況及び業務管理状況の報告が行われるとともに、重要事項の審議・報

告・決議を行っております。

・社外取締役は、独立した立場から決議に加わるとともに、経営の監視・監

督を行っております。
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③　内部監査の実施について

・当社は、内部監査の専門部署として代表取締役社長直属の内部監査室を設

置しております。

・内部監査室は、当社が定める「内部監査規程」に基づき、当社組織体の経

営目標の効果的な達成に役立つことを目的として、合法性と合理性の観点

から公正かつ独立の立場で、経営諸活動の遂行状況を検討・評価し、これ

に基づいて意見を述べ、助言・勧告を行う監査業務及び特定の経営諸活動

の支援を行っております。

・内部監査の結果について代表取締役社長の承認を受けるとともに、監査役

に対して報告を行っております。

④　監査役の職務の執行について

・監査役会は22回開催され、監査役３名（うち、社外監査役２名）で構成さ

れており、代表取締役社長と定期的に会合を持ち、経営課題、監査役監査

の環境整備状況、監査上の重要課題等について意見交換を行っており、監

査役会はいつでも取締役及び従業員に対して事業の報告を求めることがで

きるものとしております。さらに、必要に応じて特定の事案に関する調査

委員会を監査役会が中心となり発足し、当該事案に関するコンプライアン

ス等に関する調査を実施しております。

・常勤監査役は取締役会の他、社内重要会議に出席し、業務執行の状況につ

いて直接聴取を行い、経営監視機能の強化及び向上を図っていることに加

え、監査法人や内部監査室と連携した監査、当社グループの全ての部署の

内部監査の状況の確認を通じて、業務執行の状況やコンプライアンスに関

する問題点を日常業務レベルで監視する体制を整備しております。

４．会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成29年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

仕 掛 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

工具、器具及び備品

そ の 他

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

2,429,898

2,226,803

93,243

1,819

73,413

35,749

△1,132

90,094

39,795

46,483

32,540

2,668

△41,897

6,024

5,953

70

44,275

26,085

18,072

117

（負 債 の 部）

流 動 負 債 856,067

買 掛 金 46,716

１年内返済予定の長期借入金 16,668

未 払 金 68,583

未 払 費 用 93,850

未 払 法 人 税 等 58,808

前 受 金 406,238

預 り 金 112,716

そ の 他 52,485

固 定 負 債 9,973

長 期 借 入 金 9,973

負 債 合 計 866,040

（純資産の部）

株 主 資 本 1,654,494

資 本 金 944,157

資 本 剰 余 金 926,457

利 益 剰 余 金 △216,119

その他の包括利益累計額 △686

為替換算調整勘定 △686

非支配株主持分 144

純 資 産 合 計 1,653,952

資 産 合 計 2,519,993 負 債 純 資 産 合 計 2,519,993
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,722,018

売 上 原 価 539,497

売 上 総 利 益 1,182,521

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 940,937

営 業 利 益 241,583

営 業 外 収 益

受 取 利 息 58

ポ イ ン ト 収 入 額 1,195

雑 収 入 405 1,659

営 業 外 費 用

支 払 利 息 455

為 替 差 損 819

株 式 公 開 費 用 27,208 28,483

経 常 利 益 214,760

特 別 損 失

減 損 損 失 7,500 7,500

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 207,260

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 60,796

法 人 税 等 調 整 額 △95,373 △34,576

当 期 純 利 益 241,836

非支配株主に帰属する当期純利益 10

親会社株主に帰属する当期純利益 241,826
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 335,163 317,463 △457,945 194,680

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 608,994 608,994 1,217,988

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

241,826 241,826

株主資本以外の項目の当期変
動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 608,994 608,994 241,826 1,459,814

当 期 末 残 高 944,157 926,457 △216,119 1,654,494

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配 株 主 持 分 純 資 産 合 計
為替換算調整勘定

そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 △628 △628 149 194,200

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 1,217,988

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

241,826

株主資本以外の項目の当期変
動 額 ( 純 額 )

△57 △57 △4 △62

当 期 変 動 額 合 計 △57 △57 △4 1,459,752

当 期 末 残 高 △686 △686 144 1,653,952
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　２社

・主要な連結子会社の名称　　　株式会社うるるＢＰＯ

PT. ULURU BALI

②　非連結子会社の状況

　該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、下記のとおりとなっております。

株式会社うるるＢＰＯ　　３月31日

PT. ULURU BALI　　　　　12月31日

　連結計算書類の作成に当たっては、12月31日を決算日とする子会社については、同

決算日現在の財務諸表を使用しております。連結決算日と上記の決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

仕掛品

　評価基準は個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切り下げの方法により算定）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　10年

工具、器具及び備品　　４年

ロ　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。
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③　重要な引当金の計上基準

　貸倒引当金　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子

会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株

主持分に含めて計上しております。

⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度より適

用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法

を定率法から定額法に変更しております。

　　　なお、これによる連結計算書類に与える影響はありません。

３．追加情報

　　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平

成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

４．表示方法の変更に関する注記

　前連結会計年度まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「繰延税金

資産」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「繰延税金資産」は3,710千円であります。

　前連結会計年度まで投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました「繰

延税金資産」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記してお

ります。

　なお、前連結会計年度の「繰延税金資産」は415千円であります。
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５．連結貸借対照表に関する注記

  　該当事項はありません。

６．連結損益計算書に関する注記

　減損損失

　　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失

を計上しました。

場所 用途 種類 金額

東京都中央区 遊休資産
ソフトウエア

仮勘定
7,500千円

　　　当社グループは、事業資産については管理会計上の区分ごとに、将来の用途が定

まっていない遊休資産については個別資産ごとにグルーピングしております。

 　 　当連結会計年度において、ソフトウエア仮勘定に計上していた自社利用のソフト

ウエアが遊休資産となったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上しました。なお、当資産の回収可能価額は使用価

値により測定しており、使用価値を零として評価しております。

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 3,241,100株

(2) 配当に関する事項

    該当事項はありません。

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない

ものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 75,500株

８．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社の資金運用については、余剰資金を事業に投資するまでの待機資金と位置づ

け、その流動性を維持するため短期的な預金等に限定しております。また、資金調

達については、必要に応じて銀行借入を行う方針であります。この他、デリバティ

ブ取引については行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、回収までの期

間をおおむね短期に設定し、貸倒実績率も低いものとなっております。

　営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。

－ 26 －



　借入金は、主に運転資金の調達を目的としたものであり、返済予定日は、最長で

決算日後３年であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制

　１．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、各事業部門において主要な

取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理す

るとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。

２．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき管理本部が適時に資金計画を作成し、流

動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を

織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す

ることもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表

計上額

（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 2,226,803 2,226,803 －

(2）売掛金 93,243 93,243

貸倒引当金(*1) △1,132 △1,132

92,111 92,111 －

資産計 2,318,914 2,318,914 －

(1）買掛金 46,716 46,716 －

(2）未払金 68,583 68,583 －

(3）長期借入金(*2) 26,641 26,767 126

負債計 141,941 142,067 126

(*1)売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。

(*2)１年内返済予定の長期借入金については、長期借入金に含めております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法

資　産

(1）現金及び預金、(2）売掛金

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

負　債

(1）買掛金、(2）未払金

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(3）長期借入金（１年以内返済予定の長期借入金を含む）

借入金のうち、変動金利のものは市場金利に連動する変動金利によって調達され

ていることから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価

額によっております。また、固定金利のものは、元利金の合計額を、新規に同様

の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 510円26銭

(2) １株当たり当期純利益(*) 85円98銭
 

(*)当社は、平成28年８月25日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っておりま

す。当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純

利益を算定しております。

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（平成29年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

2,152,856

2,024,716

26,172

10,534

65,925

25,735

△227

158,711

29,654

46,483

19,072

△35,901

5,950

5,879

70

123,107

86,272

18,655

18,072

108

（負 債 の 部）

流 動 負 債 744,455

買 掛 金 14,116

１年内返済予定の長期借入金 16,668

未 払 金 52,813

未 払 費 用 69,463

未 払 法 人 税 等 34,439

前 受 金 403,173

預 り 金 112,487

そ の 他 41,294

固 定 負 債 9,973

長 期 借 入 金 9,973

負 債 合 計 754,428

（純資産の部）

株 主 資 本 1,557,139

資 本 金 944,157

資 本 剰 余 金 926,457

資 本 準 備 金 926,457

利 益 剰 余 金 △313,474

その他利益剰余金 △313,474

繰越利益剰余金 △313,474

純 資 産 合 計 1,557,139

資 産 合 計 2,311,568 負 債 純 資 産 合 計 2,311,568
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損　益　計　算　書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,071,001

売 上 原 価 146,258

売 上 総 利 益 924,742

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 767,245

営 業 利 益 157,496

営 業 外 収 益

受 取 利 息 42

ポ イ ン ト 収 入 額 1,195

雑 収 入 112 1,350

営 業 外 費 用

支 払 利 息 415

為 替 差 損 819

株 式 公 開 費 用 27,208 28,444

経 常 利 益 130,403

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,097 1,097

税 引 前 当 期 純 利 益 131,500

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 23,467

法 人 税 等 調 整 額 △84,580 △61,113

当 期 純 利 益 192,614
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株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

純資産合計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株主資本
合 計資 本

準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

そ の 他
利 益
剰 余 金

利 益
剰 余 金
合 計繰越利益

剰 余 金

当 期 首 残 高 335,163 317,463 317,463 △506,088 △506,088 146,537 146,537

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 608,994 608,994 608,994 1,217,988 1,217,988

当 期 純 利 益 192,614 192,614 192,614 192,614

当期変動額合計 608,994 608,994 608,994 192,614 192,614 1,410,602 1,410,602

当 期 末 残 高 944,157 926,457 926,457 △313,474 △313,474 1,557,139 1,557,139
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

子会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

②　固定資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属

設備については定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物附属設備　　　　　10年

工具、器具及び備品　　４年

ロ　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

　貸倒引当金　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

⑤　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度より適用

し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備に係る減価償却方法を定率法から

定額法に変更しております。

　　　なお、これによる計算書類に与える影響はありません。

３．追加情報

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号

平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。

４．貸借対照表に関する注記

　　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 5,013千円

②　長期金銭債権 －千円

③　短期金銭債務 1,524千円

④　長期金銭債務 －千円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 3,157千円

仕入高 40,282千円

　その他の営業取引高 19,802千円

営業取引以外の取引高 1,097千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 0株
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７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払賞与 10,357千円

未払事業税 4,124千円

減価償却超過額 63,819千円

繰越欠損金 64,798千円

その他 4,450千円

繰延税金資産小計 147,550千円

評価性引当額 △62,970千円

繰延税金資産の純額 84,580千円

８．関連当事者との取引に関する注記

関連当事者との取引については、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 480円44銭

(2) １株当たり当期純利益(*) 68円49銭
 

(*)当社は、平成28年８月25日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っておりま

す。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益

を算定しております。

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年５月22日

株式会社うるる

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 一 宏 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 櫛 田 達 也 

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社うるる

の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の連結

計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変

動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が

国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき

監査を実施することを求めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又

は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応

じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に

関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針

及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社うるる及び連結子会社から

なる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年５月22日

株式会社うるる

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 一 宏 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 櫛 田 達 也 

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社

うるるの平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの第１７期事業

年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに

ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監

査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書

に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監

査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断

により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の

有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附

属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第17期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、

監査計画等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を

図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法

で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたし

ました。子会社については、関係部門の取締役及び使用人等から子会

社管理の状況に関し報告を受けるとともに、子会社の取締役等と意思

疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受

けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社か

ら成る企業集団の業務の適性を確保するために必要なものとして会

社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する

取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部

統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用

の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見

を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適性な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管

理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい

る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明

細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及

び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）

について検討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指

摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

平成29年５月24日

株 式 会 社 う る る 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 鈴 木 秀 和 ㊞

社 外 監 査 役 植 村 智 幸 ㊞

社 外 監 査 役 鈴 木 規 央 ㊞

以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：ホテルマリナーズコート東京 ４階（飛鳥の間）

東京都中央区晴海四丁目７番28号　TEL．03-5560-2525
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ホテルマリナーズコート東京
４階（飛鳥の間）

大江戸線 勝どき駅

Ａ３出口

晴海三丁目交差点

交通機関のご案内

・徒歩でお越しの場合（大江戸線「勝どき駅」利用）

勝どき駅（大江戸線）Ａ３出口より徒歩約15分（  徒歩コース）

・バスでお越しの場合（都バス「晴海埠頭」行「ホテルマリナーズコート東京前」下車）

①勝どき駅（大江戸線）

「勝どき駅前」より約６分（03・05系統）

②東京駅（ＪＲ・丸ノ内線）

「東京駅丸の内南口」より約20分（05系統)

※都バス05系統「東京ビッグサイト」行は
「ホテルマリナーズコート東京前」には
停車いたしませんのでご注意願います。

③有楽町駅（ＪＲ・有楽町線）

「有楽町駅前」より約15分（05系統）

「数寄屋橋」より約15分（03・05系統）

④銀座駅（銀座線・日比谷線・丸ノ内線）

「銀座四丁目」より約10分（03・05系統）

⑤豊洲駅（有楽町線）

「豊洲駅前」より約15分（錦13系統）

※会場には、本総会専用の駐車場の用意はございませんので、ご了承ください。


